
平成24年度から愛知県民間住宅耐震改修費補助金制度を以下のように変更します。  

2．提出書類について  

平成24年度以降について市町村申請時に見積書を下記のように提出してください。  

耐震改修一式  

①耐震改修補強工事費  

耐震診断の判定値を1．0以上とし、かつ0．3以上加算とするための工事  

※判定値の加算に寄与するエ事であること  

（ただし、屋根葺き替え、減築及び劣化部位補修工事を除く）  
②附帯工事費  

耐震改修に付随する内装、設備、仮設工事等  
③設計・エ事監理費  

耐震改修補強工事、附帯工事を実施するための設計一工事監理費  

3．お問い合わせ   

詳細については、市町村ごとに取扱いが異なりますので、申請先の市町村担当課へ  

お問い合わせください。  

愛知県建設部建築担当局住宅計画課  

防災まちづくリグループ   



別表第1（第2条関係）  

補 強 工 事 等  

耐震補強工事   改修設計   附帯工事  

耐震精密診断   地盤調査  一一一一■■   ／  

修計画の作成  改修設計  
一一一′   ／  

工事監理  

・屋根工事  

・木造躯体工事  

定において必  
（屋根・壁の軽量  

（Qr）を低減 こ  
図るもの及び床面  

とを目的と  
減ずるもの）  

・仮設工事及び朗  

事   
分の撤去工事（建  

備等を含む。）  

・撤去部分の復旧二   

・仮設工事及び既  

定において建 Pの  
分の撤去工事（建  

さ（）評価 せこ  
備等を含む。）  

さるとを した工   
・撤去部分の復旧  

事   
（造作・左官・内夕  

建具・塗装・建築設  

工事）   

・木造躯体工事  

（劣化部材の取替一  

定において劣  
・仮設工事及び既  

））の評価を向  
分の撤去工事（建  

ることを目的  
備等を含む。）  

亡事  
・撤去部分の復旧  

（造作・左官・内夕  

建具・塗装・建築設  

工事）   

上記のほか、耐震性能を  
上記のほか、耐震  

ウ補強工事  向上させるものとして市  
を向上させる工事  

長が認める工事  
帯するものとして  

が認める工事  



別表第2（第4条関係）  

金の対象経費   第3条に規定する工事に要する経費   

改修工事に対する助成  次に掲げる額の合計額  

（1）耐震補強工事費の23％かつ80万円  十  

る。  

（2）改修設計費の3分の2かつ10万円  

る。  

（3）附帯工事費のうち80万円以内かつ（ 

の助成額と合計して90万円を超え  

度とする。  

（4）租税特別措置法第41条の19の2に  

得税額の特別控除の額   

金の交付金額   
耐震改修工事に対する助成額から、上欄（  

差し引いた額   

を限度とす   

を限度とす  

）及び（2）  

ない額を限   

規定する所  

4）の額を   
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{(1)+(2)+(3)+(4)}-(4)=補助金交付金額

epson
テキストボックス
補助金の交付金額
最高90万円

epson
ノート
epson : Unmarked

epson
折れ線

epson
テキストボックス
耐震補強工事は評点を上げる工事
　例：構造用合板ｔ9材料代+金物代+大工手間
　　　大工手間は付帯工事と分けて計上

付帯工事
　例：床、天井、壁撤去復旧工事、屋根葺替え工事
　　　
設計監理料
　15万円以上で満額10万円補助

例　耐震補強工事費　　300,000円
　　付帯工事費　　　　800,000円
　　設計監理料　　　　250,000円　250,000×2/3＝166,666＞100,000
　　　　　　　　　　　　　補助金100,000円

上記の場合
300,000×23％+800,000+100,000=969,000　＞900,000
　　　補助金は　900,000円となります。
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